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１ 1310Ba1 生活福祉課
地区社会福祉協議会の設立
検討

実施主体：三沢市社会福祉協議会
町内会等と個別に協議

¥0
見直し（予算を伴わな

い）
見直し（予算を伴わない）

・計画当初から検討しているが、組織として立ち上げるのが
難しいのであれば、既存の組織である町内会の活動の中
に、地区社会福祉協議会のようなものを実施するようお願
いしたほうが良いのではないか。
・三沢市社会福祉協議会にこれが必要なのか検討してもら
うべきではないか。

２ 1311Cb1 生活福祉課
社会福祉総務費（民生委員活
動報償費）

民生委員90名、古間木、中央、岡三沢、東部の4地区協議会
及び三沢市民生委員児童委員協議会を設置。民生委員は、
日常の相談業務のほか、地域ごとに協議会をつくっており、
定期的な会合や研修会を実施している。福祉関係の行事や
行政にも積極的に協力。東日本大震災の際には要援護者の
安否確認等にあたった。

¥5,444,000 A 現状維持 現状維持
選任時になり手が不足にならないように、後任の育成も含
めて民生委員に準ずる人を町内会の中から選任してもらい
育てるべきではないか。

３ 2121Ca1 環境衛生課
仏沼自然観察ボランティアガイ
ド養成事業

仏沼自然観察等のガイドについては、ＮＰＯ法人おおせっか
らんどにお願いをしている。

¥0 廃止
見直し

（予算を伴わない）

仏沼自然観察ボランティアガイド養成事業の終了ではなく、
視点、形を変えて市民、小中高生など将来につながるように
幅広く継続して普及すべきではないか。

４ 2231Aa1 環境衛生課
公害等環境対策事業（悪臭監
視調査委託料）

公害防止協定事業所　５社７事業所（大規模畜産事業所）を
対象に、年２回悪臭監視調査を実施。

¥3,053,000 A 現状維持

５ 2231Ac1 環境衛生課
公害等環境対策事業(地下水
水質調査)

地下水を利用している施設（市役所、古間木小、上久保小、
堀口中）の井戸水を調査。

¥182,000 A 現状維持

６ 2510Ab1 総務課 危機管理能力の強化

平成２２年７月６日、以下を目的とする職員参集訓練を実施。
①課長補佐級以上の職員の徒歩による参集状況及び所要
時間の把握。
②被災状況・危険箇所情報等の収集及び情報集約方法の
検証。
③職員参集メールの配信及び全職員による受信（安否）確認
状況の検証。

¥316,000 A 現状維持

７ 2510Ac1 総務課 国民保護計画の推進
青森県・岩手県国民保護共同図上訓練における訓練評価者
として参加。

¥155,000 A 現状維持

８ 2510Bb1 総務課 防災知識の普及

気象情報、防災情報等を市民向けに防災行政無線、防災
メール、マックテレビ、HPで提供を行い、平成２２年度は、外
国人向けの配信、より防災メールに登録しやすいよう、おサ
イフ携帯機能を使った機能を付加した。
また、つがる市で行なわれた県主催の防災シンポジウムに
職員及び町内会長１９名が参加した。

¥47,000 A 現状維持

９ 3230Bc1 学校教育課 校内研修講師派遣事業
専門的知識と有する教育等から指導・助言を受け、教師力の
向上を図るとともに学校の教育水準を高めることができた。

¥129,000 A 現状維持 現状維持

具体的な指導・助言内容がわからないため、事業目的にあ
る指導力向上が何の指導力を上げているのかわからない。
また、成果指標についてもこの事務事業に合っていないの
で、この事務事業に合う指標の設定をするなど、事務事業
評価表を分かりやすく作成するべきである。

１０ 3230Ca1 学校教育課
豊かな心を育てる生徒指導研
究推進事業

中央・東部・北部地区における活動
・長期休業中、お祭り等の巡回指導
・講師を招き生徒指導に関わる研修会の実施

¥1,898,000 A 現状維持 現状維持

本来、問題行動を未然に防止するのが目的なのに、問題行
動が起こってから指導をしているのではないか。問題が起こ
らないようにするには何が必要でそのためにはどう動いてい
るのかが必要ではないか。また、成果指標についてもこの
事務事業に合っていないので、この事務事業に合う指標の
設定をするべきではないか。

見直し
（拡大（予算を伴う））

市役所内では危機管理体制により対応しているが、市民や
各機関等のレベルでの初期対応マニュアルが必要ではない
か。今後、予算が伴っても進めることが必要ではないか。

現状維持 委託料の予算削減を検討するべきではないか。
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１１ 4110Ba1 産業政策課
商工振興費（創造的中小企業
支援資金貸付金）

貸付制度説明会において市内中小企業者に対し創造的中
小企業支援資金貸付金制度の説明を実施した。また、金融
機関と協議し中小企業者に融資体制について確認した。

¥10,093,000 C 現状維持
見直し

（予算を伴わない）

・内部評価が低いが、それに対してどのようにするかを考え
るべきではないか。
・申請者が無いのは対象者に対して、この事業についての
説明不足はないか。なぜ申請されないのか原因を究明する
と共に利便性の向上をはかり、実績（効果）をあげることは
できないか。

１２ 4511Bb1 観光物産課
観光費（十和田エイトライン観
光協議会負担金）

十和田市他の構成団体とともに、広域観光マップ作成等の
事業を実施した。

¥946,000 C 現状維持
見直し

（予算を伴わない）
投入経費の割に成果が見えないと思うが、より有効な協議
会の運営をするべきではないか。

１３ 5110Ba3 政策調整課
青い森鉄道線利便性向上要
望事業

平成22年12月4日に全線開業した青い森鉄道線について、
運行本数や新幹線との接続、駅における乗車券の購入方法
などについて開業前と比較した場合、著しく利便性が低下し
ており、また、住民からも改善の要望が多く寄せられたことか
ら、利便性の向上を図るため、関係機関における会議や青い
森鉄道株式会社の取締役会を通じて、同鉄道線の利便性向
上策について要望した。その結果、平成22年度に要望した事
項については、一定の改善が図られた。

¥62,000 A 現状維持

１４ 5110Bb3 政策調整課
青い森鉄道線利活用推進協
議会事業

青い森鉄道沿線自治体等で組織する青い森鉄道線利活用
推進協議会を通じて、12月4日の全線開業に向けた各種ＰＲ
事業及び沿線住民と共同での利用環境向上事業を実施し、
また、開業日には、沿線の住民団体との協働により開業記念
イベントを実施した。
・青い森鉄道PRグッズ製作・配布
・各種メディアを活用した青い森鉄道線及び沿線地域のPR
・地域団体等との協働による駅舎等の環境整備
・青い森鉄道全線開業記念イベント

¥206,000 A 現状維持

１５ 5110Da1 政策調整課
三沢市地域公共交通会議事
業

　平成２１年度に策定した地域公共交通総合連携計画及び
地域公共交通活性化・再生総合事業計画に基づき、バス路
線網の再編と実証運行に取り組むとともに、市民やバス利用
者に対するアンケート調査を実施した。

¥37,243,000 A 現状維持 現状維持
コミュニティバスの利用しやすい工夫を今後も検討する必要
があるのではないか。

１６ 5410Ba1
産業政策課中心市街
地活性化推進室

（仮称）市立三沢病院跡地利
用計画事業

「有償貸付」を条件の事業提案方式で公募を実施したところ、
４事業者からの応募があった。その後２回にわたり病院跡地
利用審査委員会を開催し、事業者を医療法人青仁会に決
定、１２月に仮契約を終えた。

¥0 A 現状維持 現状維持
病院跡地利用事業が市の活性化に結びつくよう期待した
い。

１７ 5410Dc1
産業政策課中心市街
地活性化推進室

戦略的中心市街地商業等活
性化支援事業（再掲）

¥0 C
見直し（予算を伴わな

い）
現状維持

・公金を投入しているのでスピード感を持って対処し、市民
に対して活動・効果が見える工夫が必要ではないか。
・アメリカ村、ＭＧプラザについては、これ以上公金の投入は
必要ないと思うがどうか。

１８ 6260Ab1 政策調整課
企画管理費（上十三地域広域
市町村圏協議会負担金外）
（再掲）

国で進める定住自立圏構想について、北奥羽開発促進協議
会においては研修会を開催し、事業に対する理解を深めると
ともに、上十三地域広域市町村圏協議会において、各自治
体の取り組みに関する意向調査等、協議を実施した。協議の
結果、各自治体から現段階では各自治体に対するメリットが
明確ではないとのことから、自治体間での情報共有を図りつ
つ、引き続き、調査・研究することとした。

¥1,622,000 B 現状維持
見直し

（予算を伴わない）

何を持って行政サービスの向上であるかを、具体的な事柄
で、解りやすくするべきではないか。また、中・長期的展望に
立っての事業でもあることから、事業目標の設定について
は、広域市町村圏で行う協働事業を掲げ、活動実績につい
ては、より具体的な進行状況と内容を記するべきではない
か。

見直し
（予算を伴わない）

乗降客の利用率を高めることではなく、交通機関の利便性
（アクセス、時間帯、料金等）の工夫が必要ではないか。

2 / 2 ページ 事業費（フルコスト）＝人件費＋直接経費（国庫支出金、一般財源ほか）


